
の中で電算システム包括委託
施策目的・

(2)目的 事業目的 業務に含まれるものについて、事業者から提供されるサービスをモニタリングし、サービス水準の維持・向
展開方向

上に努める。また、その他のシステムについては運用保守を行い、システムの安定稼働を図る。
・電算システム包括委託業務によって事業者から提供されるサービスのモニタリングを実施する。 ・年度当初にシステム関連機器とソフトウエアの保守契約を締結する。
・処理依頼など、担当課から事業者への依頼について、とりまとめを行う。 ・年間を通して提供サービスをモニタリングし、安定稼働を図る。
・担当課が円滑に運用を行えるようサポートし、事業者との連絡調整役を行う。 当該年度 ・年間を通して担当課の運用サポートを行い、安定稼働を図る。
・翌年度以降包括委託業務の対象となるシステムについて、事業者と調整を図る。 執行計画 ・年間を通してシステムを安定稼働させ、運用保守を行う。

(3)事業内容 内　　容 ・包括委託業務に含まれないシステムについて、資源の管理や運用保守を行う。 ・年間を通して庁内ネットワークの運用保守を行う。
・庁内ネットワークについて、運用保守を行う。
・LGWAN(行政間ネットワーク)機器の管理運用を行う。 包括業務委託のＳＬＡ達成水準(オンライン業務の稼働日数) 想定値 360当該年度

※ＳＬＡ:サービスレベルアグリメント(サービスの品質保証) 単位 日
活動結果指標 実績値 360

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 電算システムに係るサービス水準の維持・向上、及び、安定稼動を図る 間接 ＳＬＡ達成水準 ％ 99 100

令和 3年度 電算システムに係るサービス水準の維持・向上、及び、安定稼動を図る 間接 ＳＬＡ達成水準 ％ 100

令和 4年度 電算システムに係るサービス水準の維持・向上、及び、安定稼動を図る 間接 ＳＬＡ達成水準 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬等（３号３人） 10,631 パート会計年度職員（情報管理）３人 10,258 10,100 パート会計年度職員（情報管理）３人 10,258 パート会計年度職員（情報管理）３人 10,258
電算業務委託 0 消耗品費、印本費、修繕料、備品購入 3,236 2,956 消耗品費、印本費、修繕料、備品購入 2,434 消耗品費、印本費、修繕料、備品購入 2,434
コンピュータ・関連機器保守委託料 5,009 通信運搬費等 17,119 16,823 通信運搬費等 16,617 通信運搬費等 16,617
コンピュータ・関連機器賃借料 4,682 空調設備保守委託１２ヶ月（２台） 871 779 空調設備保守委託１２ヶ月（２台） 871 空調設備保守委託１２ヶ月（２台） 871
消耗品費、印本費、修繕料 2,115 無停電電源設備賃貸借・保守 6,690 6,690 無停電電源設備賃貸借・保守 6,690 無停電電源設備賃貸借・保守 6,690
通信運搬費等 15,225 コンピュータ・関連機器保守委託料 6,207 5,512 コンピュータ・関連機器保守委託料 5,225 コンピュータ・関連機器保守委託料 5,225
備品購入 7,052 コンピュータ・関連機器賃借料 6,093 5,958 コンピュータ・関連機器賃借料 6,093 コンピュータ・関連機器賃借料 6,093

実施内容 電算システム包括委託料 329,291 電算システム包括委託料 332,837 331,701 電算システム包括委託料 249,628 仮想基盤機器更新賃貸借 9,631
※FSS・ファイアウォール・ウイルス 仮想基盤機器更新賃貸借 9,631 9,631 ※FSS・ファイアウォール・ウイルス

(8)施行事項
費　　用 対策・フィルタリングを除く ＊ 次期基幹システム外部委員報償費 20 20 対策・フィルタリングを除く

空調設備保守委託１２ヶ月（２台） 863 ＊ テレワーク用パソコン30台 4,109 4,043 仮想基盤機器更新賃貸借 9,631
＊ 次期基幹システム選定コンサル委託 20,900 ＊ 統合端末2台・タッチパネル1台保守 63 63 ＊ 次期基幹システム委託 80,100 ＊ 次期基幹システム委託 320,400

無停電電源設備賃貸借・保守 6,516 ＊ 統合端末2台・タッチパネル1台賃借料 611 586
＊ 仮想基盤用ネットワーク設定変更 554 ＊ RPA訪問サポート・トライアル 621 621 ＊ 統合端末2台・タッチパネル1台保守 75
＊ 仮想基盤機器更新賃貸借(H32.3～) 1,338 ＊ 次期基幹システム委託 0 0 ＊ 統合端末2台・タッチパネル1台賃借料 733
＊ 次期仮想基盤保守(H32.3～） 132 ＊ (債務負担R2～R8)1,600,000千円 ＊ RPAライセンス 1,980 ＊ RPAライセンス 1,980
＊ 地方税共通納税システムのための改修 2,036 ＊ ﾀﾌﾞﾚｯﾄ21台・ｵﾝﾗｲﾝ会議用ﾗｲｾﾝｽ 1,748 1,568 ＊ グループウェア 1,339 ＊ グループウェア 5,356
＊ 地方税共通納税システム保守 528 ＊ テレワーク用仮想基盤 16,959 16,018 ＊ 庁内ｲﾝﾌﾗ・ｾｷｭﾘﾃｨ 49,076 ＊ 庁内ｲﾝﾌﾗ・ｾｷｭﾘﾃｨ 196,303

＊ 庁内ｲﾝﾌﾗ・ｾｷｭﾘﾃｨ 0 0
＊ (債務負担R2～R13)1,859,227千円

予算(決算)額 合　　計 406,872 合　　計 417,073 413,069 合　　計 440,750 合　　計 581,858
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 25,102 26,192 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 406,612 391,711 386,617 440,490 581,598

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 260 □特会 □受益 □基金 ■その他 260 260 □特会 □受益 □基金 ■その他 260 □特会 □受益 □基金 □その他 260
換算人数(人) 2.2 2.2 2.2 2.05 0
正職員人件費 19,360 19,140 19,140 17,835 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 10,631 10,631 10,631 10,631 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 426,232 436,213 432,209 458,585 581,858
(11)単位費用

1,183.98千円／日 1,211.7千円／日 1,200.58
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　情報通信技術の進展により様々な行政事務や住民サービスがコンピュータシステム化されており、システムの停止は行 ●①事前確認での想定どおり
政機能や住民サービスの提供に多大な影響を与えることから許されないため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

住民情報や税情報などを適正に管理し、安定した住民サービスの提供を行う必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 電算システムの包括委託による運用及び適正な保守業務を行

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 い、安定した住民サービスの提供を行った。
□その他 　促進された 市が実施することにより、市の運用形態に合わせたサービス

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した の提供を行う事ができ、また。市独自の特色あるサービスに
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された も対応することができた。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 一部の運用において民間委託することは可能だが、市が企画 ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ・管理を行っていく事業である。 □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 該当なし

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

目立った障害はなく、事業の目的を達成できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 436,213 △9,981 432,209 99.08
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.34

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.29

％ 1000万円 2.31 100.87

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
平成24年1月から電算システムの包括委託を行っている。全業務の停止等の深刻な障害は発生していないが、一部の業務では発生している。発
生数は減少しており、今後も安定稼働に向け引き続き事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 113 課コード 0110 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 行政の情報化の総合的な推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 総務部・情報政策課

個別事業 電算システムの運用 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 2.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 413,508 千円 (うち人件費 19,140 千円）⑦事業費
総事業費 398,839 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 436,213 千円 (うち人件費 19,140 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83204 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

従来運用を行っていた基幹系業務や住基ネット・交付機等サーバー系システム



策目的・
(2)目的 事業目的 り、誰でも、いつでも簡単に行えるようにし、市民サービスの向上を図る。

展開方向

県および県内市町村との共同利用である電子申請システム・施設予約システムを活用し、各種の行政手続の 各種届出・申請などの業務の電子サービス化について、手続を所管する関係部課への働きかけ・協議・検討
電子化を進め利便性を高める。 を行いサービスを提供する。(通年)

当該年度 電子申請に添付されたファイルの無害化の仕組みを導入していく。
執行計画 H28年4月に施設予約システムが更新され、近隣センター１１館でのシステム運用がスタートした。

(3)事業内容 内　　容 引き続き安定稼動を図っていく。

電子サービスの数 想定値 55当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 58

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市の電子サービスの数の増加 直接 電子サービスの数 件 55 55

令和 3年度 市の電子サービスの数の増加 直接 電子サービスの数 件 60

令和 4年度 市の電子サービスの数の増加 直接 電子サービスの数 件 70

電子申請にあたって関係法令等の整備と事務処理フローの確認。手数料の徴収方法の検討。
(7)事業実施上の課題と対応 パブリックコメントの電子申請の実施に向けた規則の改正。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

電子申請システム利用 195 電子申請システム利用 196 196 電子申請システム利用 196 電子申請システム利用 196
電子申請システム利用負担金 89 電子申請システム利用負担金 104 104 電子申請システム利用負担金 104 電子申請システム利用負担金 104
ちば施設予約システム利用料 2,907 ちば施設予約システム利用料 2,933 2,933 ちば施設予約システム利用料 2,933 ちば施設予約システム利用料 2,933
ちば施設予約システム利用負担金 14 ちば施設予約システム利用負担金 21 21 ちば施設予約システム利用負担金 21 ちば施設予約システム利用負担金 21

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,205 合　　計 3,254 3,254 合　　計 3,254 合　　計 3,254
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,205 3,254 3,254 3,254 3,254

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.55 0.55 0.5 0
正職員人件費 4,840 4,785 4,785 4,350 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,045 8,039 8,039 7,604 3,254
(11)単位費用

146.27千円／件 146.16千円／件 138.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

各種の申請手続きがネットワークを通じて行えることで、行政機関に出向く必要が無くなり申請書作成や届出に要した時 ●①事前確認での想定どおり
間や経費を大幅に削減することが出来る。また、申請・届出がいつでも、どこからでも行えるため、市民への利便性を高 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ めることができる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

国が進める電子政府・電子自治体の方向性に合わせて、今後も検討していく必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 各種申請・証明書等の発行、各種イベントの開催は市の業務

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 であるため、それらの業務を電子申請で行えるようにする仕
□その他 　促進された 組みは、市が主導で実施しなければならない。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 該当なし

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
55 55 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

既存の手続きに加え、新たに介護関連手続きが３つ追加になった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 58 105.45
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,039 6 8,039 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.07

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.84

件 100万円 7.21 105.41

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
各種イベントや集団検診への申し込みなどの利用者は増えている。施設予約システムなどは、市民の利便性が高い。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 119 課コード 0110 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 行政と地域の情報化の一体的推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・情報政策課

個別事業 行政手続の電子化推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,039 千円 (うち人件費 4,785 千円）⑦事業費
総事業費 3,122 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83204 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住民票の交付申請や税の申告など各種行政手続や市の情報発信などを、インターネットを利用することによ
施



などの脅威からサーバ、パソコンを守るために、ウイルス対策、セキュ ・セキュリティパッチ適用システムの運用
リティパッチ適用ソフトウエア等を定期的に更新し、維持管理を行う。 ・コンテンツフィルタリングソフトの運用
・セキュリティ対策として、ファイルセキュリティシステムにてＩＣカードを用いたアクセス制御やファイ 当該年度 ・ウイルス対策プログラムの運用
ルの暗号化を実施する。 執行計画 ・ウイルスログ・アクセスログの採取

(3)事業内容 内　　容 ・情報資産保全対策について、電算システム包括委託の運用に則した見直しを行う。 ・情報資産保全対策の運用
・現実的なセキュリティ対策が稼働した段階で、それが有効に作用しているか検証（監査）を行い、セキュ ・ＩＣカードを用いたシステムの運用（電算システム包括委託の範囲内）
リティレベルの向上を図る。 セキュリティ対策のなされたパソコンの数 想定値 1,500当該年度

単位 台
活動結果指標 実績値 1,500

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 パソコン（Ｗｉｎｄｏｗｓ）にセキュリティ対策を自動実施 間接 セキュリティ対策のなされた、ネットワークに接続しているパソコン ％ 100 100
の割合

令和 3年度 パソコン（Ｗｉｎｄｏｗｓ）にセキュリティ対策を自動実施 間接 セキュリティ対策のなされた、ネットワークに接続しているパソコン ％ 100
の割合

令和 4年度 パソコン（Ｗｉｎｄｏｗｓ）にセキュリティ対策を自動実施 間接 セキュリティ対策のなされた、ネットワークに接続しているパソコン ％ 100
の割合

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

Webﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞｳｲﾙｽ対策(包括委託) 2,946 Webﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞｳｲﾙｽ対策(包括委託) 2,973 2,973 Webﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞｳｲﾙｽ対策(包括委託) 2,793 Webﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞｳｲﾙｽ対策(包括委託) 2,793
ﾌｧｲﾙｾｷｭﾘﾃｨシステム(包括委託) 3,002 ﾌｧｲﾙｾｷｭﾘﾃｨシステム(包括委託) 3,030 3,030 ﾌｧｲﾙｾｷｭﾘﾃｨシステム(包括委託) 3,030 ﾌｧｲﾙｾｷｭﾘﾃｨシステム(包括委託) 3,030
ファイヤーウォール（包括委託） 437 ファイヤーウォール（包括委託） 441 441 ファイヤーウォール（包括委託） 441 ファイヤーウォール（包括委託） 441
<LGWAN-ASP利用料> <LGWAN-ASP利用料> <LGWAN-ASP利用料> <LGWAN-ASP利用料>
ウイルスパターンファイル・WSUS更新 150 ウイルスパターンファイル・WSUS更新 150 150 ウイルスパターンファイル・WSUS更新 150 ウイルスパターンファイル・WSUS更新 150

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,535 合　　計 6,594 6,594 合　　計 6,414 合　　計 6,414
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,535 6,594 6,594 6,414 6,414

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.6 0.6 0.6 0.55 0
正職員人件費 5,280 5,220 5,220 4,785 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,815 11,814 11,814 11,199 6,414
(11)単位費用

7.88千円／台 7.88千円／台 7.88
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

（経常）サイバー攻撃、不正侵入、コンピュータウイルス、情報漏洩等、市が保有する情報資産に対する脅威は増大する ●①事前確認での想定どおり
一方です。万一、セキュリティ事故を起こしてしまった時に市が受けるダメージは甚大であり、情報資産に対するセキュ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ リティ対策は必須です。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

Webフィルタリング・ウイルス対策・カード認証システムなどにより、ウイルス感染や不正アクセスを防止している。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市で使用しているパソコン等が対象のため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 該当なし

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

庁内ＬＡＮに接続している全てのパソコンに対し用途に合わせたセキュリティ対
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

策を実施しているため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,814 1 11,814 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.01

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.85

％ 10万円 0.85 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
情報資産を保全する上で欠かす事ができない事業である。職員が利用している認証用カードの利用方法について定期的に実態調査を行い、適切
な使用方法について周知・指導を行い一定の効果が上がっている。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 120 課コード 0110 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 セキュリティ対策の強化・運用 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 総務部・情報政策課

個別事業 セキュリティ対策の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,814 千円 (うち人件費 5,220 千円）⑦事業費
総事業費 11,008 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83204 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市の情報資産をセキュリティ脅威から守る。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

・コンピュータウイルスや不正侵入



ワーク活用、システムの運用、情報モラル等についての研修会を実施する。 ＩＴガバナンスに関する研修を8月または11月に実施する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

研修の開催回数 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ＩＴガバナンスに関する研修を実施する。 直接 研修開催回数 回 1 1

令和 3年度 ＩＴガバナンスに関する研修を実施する。 直接 研修開催回数 回 2

令和 4年度 ＩＴガバナンスに関する研修を実施する。 直接 研修開催回数 回 2

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

CIO育成研修旅費 34 CIO育成研修旅費 17 0 CIO育成研修旅費 34 CIO育成研修旅費 34

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 34 合　　計 17 0 合　　計 34 合　　計 34
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 34 17 0 34 34

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.5 0.5 0.5 0
正職員人件費 4,400 4,350 4,350 4,350 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,434 4,367 4,350 4,384 34
(11)単位費用

4,434千円／回 4,367千円／回 4,350
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

ＩＴは行政事務の効率化に欠かせない存在となっている。ＩＴ全般に対し、基礎レベル以上のスキルを有する職員を育成 ●①事前確認での想定どおり
し、ＩＴリーダーを中心としてシステムの運用や事務の効率化を図る必要があるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ＩＣＴは行政事務に欠かせない存在であり、ＩＣＴを活用したシステムの運用や事務の効率化を図るために各所管課のＩ
ＣＴリーダーを育成する必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 全国地域情報化推進協会が主催するＣＩＯ育成研修に参加

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定どおりＣＩＯ育成研修に１回参加した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,367 67 4,350 99.61
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.51

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.23

回 100万円 0.23 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
ＣＩＯ育成研修は、５日間の宿泊研修であり他の研修にはない内容であったが、新型コロナウイルス蔓延のため、オンライン研修となった。
社会保障・税番号制度、自治体デジタルトランスフォーメーションなど、国と地方自治体の最新動向について知識を深めると共に、各業務シス
テムの調達に関する必要な機能・最新情報などを学んでいく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1808 課コード 0110 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 行政の情報化の総合的な推進 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 総務部・情報政策課

個別事業 ＩＴリーダーの育成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,367 千円 (うち人件費 4,350 千円）⑦事業費
総事業費 2,965 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83204 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

ＩＴ化に対応した業務改革を推進できる人材を育成する。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

パソコン等のＩＴ機器、ネット



なっている。番号制度
施策目的・

(2)目的 事業目的 の運用開始にむけて、番号制度に対応したシステムの整備および機器を導入する。また、運用開始後は、シ
展開方向

ステムの安定稼働を図る。
・平成29年1月　国の機関における情報提供ネットワークシステムでの連携開始、マイポータルの運用開始 ・令和2年4月　セキュリティクラウドを経由したインターネット通信
・平成29年7月　地方公共団体における情報提供ネットワークシステムでの連携開始 ・令和2年4月　子育てワンストップサービスを使用した各種業務の実施
スケジュールにあわせたシステムの整備や機器の導入 当該年度 ・令和2年度中　中間サーバ更新への対応
・新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・マイナポータルを活用した子育て関連サービスの手続きに対応する電子申請システム関連の整備

社会保障・税番号制度へ対応するための業務の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 情報提供ネットワークシステムへ接続し各種番号利用事務を実施する。 間接 番号制度に対応したシステムの整備 ％ 100 100

令和 3年度 番号制度に対応した全業務システムの整備 間接 番号制度に対応した全業務システムの整備 ％ 100

令和 4年度 番号制度に対応した全業務システムの整備 間接 番号制度に対応した全業務システムの整備 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

中間サーバー利用負担金 7,858 7,858 中間サーバー利用負担金 7,858 中間サーバー利用負担金 7,858
情報セキュリティクラウド回線費用 1,270 1,270 情報セキュリティクラウド回線費用 1,270 情報セキュリティクラウド回線費用 1,270
情報セキュリティクラウド運用保守 3,057 3,057 情報セキュリティクラウド運用保守 3,057 情報セキュリティクラウド運用保守 3,057

中間サーバー利用負担金 6,744 子育てワンストップサービス電子申請 132 132 子育てワンストップサービス電子申請 132 子育てワンストップサービス電子申請 132
システムLGWAN-ASP利用料 システムLGWAN-ASP利用料 システムLGWAN-ASP利用料

情報セキュリティクラウド回線費用 1,258 中間サーバ更新対応業務委託料 4,540 947
情報セキュリティクラウド運用保守 3,030 4,840 4,400

実施内容

(8)施行事項
費　　用

子育てワンストップサービス電子申請 231
システムLGWAN-ASP利用料

予算(決算)額 合　　計 11,263 合　　計 21,697 17,664 合　　計 12,317 合　　計 12,317
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 4,416 4,400 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 11,263 17,281 13,264 12,317 12,317

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.75 0.75 0.75 0.5 0
正職員人件費 6,600 6,525 6,525 4,350 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 17,863 28,222 24,189 16,667 12,317
(11)単位費用

178.63千円／％ 282.22千円／％ 241.89
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

社会保障・税番号制度において平成28年1月の番号利用開始、平成29年7月の情報連携開始が決定しており、運用開始に向 ●①事前確認での想定どおり
けたシステムの整備や機器導入が必須であるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法律に基づく事業であり、システム改修や機器の整備は必要不可欠である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の責務であり、市以外に事業を実施できる者はいない。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

必要となる改修や対応は遅延なく全て完了した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 28,222 △10,359 24,189 85.71
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

中間サーバの更新に関する業務が想定より安価に実施できた。

△57.99

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 事業費が削減できたため費用対効果が向上した。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.54

％ 100万円 4.13 116.67

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事業の進捗に遅延はなく順調に進めることができた。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2087 課コード 0110 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 行政の情報化の総合的な推進 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 総務部・情報政策課

個別事業 社会保障・税番号制度の導入 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.75 人）
(1)事業概要

(当　初) 23,382 千円 (うち人件費 6,525 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 28,222 千円 (うち人件費 6,525 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83204 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

社会保障・税番号制度において平成28年1月から個人番号の利用が開始されることと



)目的 事業目的 信力の向上及び災害発生時のインターネット環境の提供・情報発信のために公衆無線ＬＡＮ環境を整備する
展開方向

。
・天王台駅南口、手賀沼公園にて公衆無線ＬＡＮサービスを提供する。(H29年度整備) ・天王台駅南口、手賀沼公園、けやきプラザ、我孫子駅南口の4カ所にてサービスを提供する。
・けやきプラザ、我孫子駅南口にて公衆無線ＬＡＮサービスを提供する。(H31年度整備) ・周知、PRの実施
・駅前、観光施設、防災拠点を中心に利活用を検討し優先順位の高いところから順次整備を進めていく。 当該年度
・接続時のリダイレクト機能を活用し、利用者への効果的な情報発信を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

公衆無線ＬＡＮ環境の整備数 想定値 4当該年度
単位 個所

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民が利用するインターネット環境の接続環境の向上 間接 公衆無線ＬＡＮが整備された数 個所 4 4

令和 3年度 市民が利用するインターネット環境の接続環境の向上 間接 公衆無線ＬＡＮが整備された数 個所 4

令和 4年度 市民が利用するインターネット環境の接続環境の向上 間接 公衆無線ＬＡＮが整備された数 個所 4

公衆電話設備が少ない場所では、工事費が増大するなと費用対効果に課題が生じる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

フレッツ光ネクスト利用料 141 フレッツ光ネクスト利用料 248 248 フレッツ光ネクスト利用料 248 フレッツ光ネクスト利用料 248
公衆電話施設利用料 224 公衆電話施設利用料 226 226 公衆電話施設利用料 226 公衆電話施設利用料 226
プロバイダ利用料 26 プロバイダ利用料 53 53 プロバイダ利用料 53 プロバイダ利用料 53
Wi-Fi認証クラウド運用・利用料 79 Wi-Fi認証クラウド運用・利用料 159 159 Wi-Fi認証クラウド運用・利用料 159 Wi-Fi認証クラウド運用・利用料 159

＊ フレッツ光ネクスト利用料 71
＊ プロバイダ利用料 13
＊ Wi-Fi認証クラウド運用・利用料 40

実施内容 ＊ 配線工事（けやきプラザ） 759
＊ 配線工事（我孫子駅南口） 402

(8)施行事項
費　　用 ＊ アクセスポイント2式（けやきプラザ） 715

＊ アクセスポイント1式（我孫子駅南口） 358
＊ 調査設計・環境構築費(けやきプラザ) 1,060
＊ 調査設計・環境構築費(我孫子駅南口) 2,108

予算(決算)額 合　　計 5,996 合　　計 686 686 合　　計 686 合　　計 686
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 3,179 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,817 686 686 686 686

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.1 0
正職員人件費 1,320 1,305 1,305 870 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,316 1,991 1,991 1,556 686
(11)単位費用

1,463.2千円／個所 497.75千円／個所 497.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

外国人を含む観光客における公衆無線LAN環境のニーズは全国的に高く、市において本サービスを提供し情報発信力を向 ●①事前確認での想定どおり
上することで来訪者の利便性向上、観光客誘致に一定の効果が見込めます。また、大規模災害時には被災者及び帰宅困難 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 者向けの災害情報の発信も実施でき、更に輻輳(ふくそう)による電話回線の利用不可の場合でもメールの送受信が可能と ○要
   背景は？(事業の必要性) なるなど、平常時及び緊急時の両面において利活用が図れます。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市の玄関口となる駅ロータリーや利用者の多い施設でサービスを提供することで、市民及び来訪者のの利便性が向上した
。また、外国語へも対応し外国人の観光客の利便性も向上した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 県の補助金を活用して整備したため、市が主導で進めなけれ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ばならなかった。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(個所) 目標値(b)(個所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(個所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
4 4 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

前年度から運用している4カ所を引き続き運用した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 4 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,991 5,325 1,991 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

72.79

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.01

個所 100万円 2.01 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
新型コロナウイルスの終息後の観光客誘致及び災害の市民の情報収集のためのインフラとして必要な設備である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2219 課コード 0110 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 行政の情報化の総合的な推進 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 総務部・情報政策課

個別事業 通信インフラの整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,991 千円 (うち人件費 1,305 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83204 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

２０２０年のオリンピック・パラリンピック開催に向け、外国人を含む観光客等へのサービス向上・情報発
施策目的・

(2



目的・
(2)目的 事業目的 政データ連携の推進を図るため、業務改革の検討を行う。

展開方向

IT新戦略「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」に基づき、以下のデジタル改 オープンデータの公開、窓口でのキャッシュレス決済に対応するための研究及びデジタルガバメントへ向け
革を推進及び研究を行う。 ての体制整備　
・デジタル技術を徹底的に活用したデジタル改革の基盤整備に向けての研究 当該年度
・オープンデータの推進 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・クラウド導入の促進
・官民協働による手続きコストの削減
・データ流通環境の整備の検討 オープンデータの公開数 想定値 6当該年度
・庁内窓口におけるキャッシュレス決済の研究 単位 本

活動結果指標 実績値 0・県が策定予定である「官民データ活用推進基本計画」に基づき、市における同計画の策定に向けての研究

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各課で所有している公開可能なデータを、推奨データセットに準拠したデータ形式で公開するための研修の実施。 直接 オープンデータの公開数 本 0 6

令和 3年度 各課で所有している公開可能なデータを、推奨データセットに準拠したデータ形式で公開する。 直接 オープンデータ公開数 本 9

令和 4年度 各課で所有している公開可能なデータを、推奨データセットに準拠したデータ形式で公開する。 直接 オープンデータ公開数 本 11

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

オープンデータに関する検討 0 ・オープンデータに係る検討 ・オープンデータの公開に係る検討 ・オープンデータの公開に係る検討
職員に対するオープンデータ研修 0 現在のCMS利用ができるソフトウェアの 現在のCMS利用ができるソフトウェアの 現在のCMS利用ができるソフトウェアの

導入研究 0 導入研究 0 導入研究 0
職員に対するオープンデータ研修 0 職員に対するオープンデータ研修 0 職員に対するオープンデータ研修 0
・庁内窓口でのキャッシュレス決済に ・庁内窓口へのキャッシュレス決済 ・庁内窓口へのキャッシュレス決済
係る研究 に係る研究 に係る研究
モニター自治体定例会に係る旅費 0 モニター自治体定例会に係る旅費 0 モニター自治体定例会に係る旅費 0

実施内容 専門家の派遣（１回のみ） 0 決済端末、手数料等の研究 0 決済端末、手数料等の研究 0

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.65 1.65 1.65 1.65 1.65
正職員人件費 14,520 14,355 14,355 14,355 14,355

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,520 14,355 14,355 14,355 14,355
(11)単位費用

4,840千円／本 2,392.5千円／本 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

近年の行政を取り巻く環境は、目覚ましいIT技術の進展や、個々の最適化された行政サービスが必要となってきている。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地方自治体は、日々進化しているICT技術に遅れないようにしないと、市民にとって最適なサービスが提供できなくなる
恐れがある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 担当課によるオープンデータ作成と情報政策課によるオープ

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ンデータ公開。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民は利用者側となる。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている データ化により紙の使用量を削減している。 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(本) 目標値(b)(本) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(本) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

担当課から基データを収集し、情報政策課でオープンデータ用に加工・公開を行
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 18 300

った。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,355 165 14,355 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

今のところ職員が実施している。

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 担当課から基データを収集し、情報政策課でオープンデ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 ータ用に加工・公開を行った。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

本 10万円 0.13 325

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
オープンデータ公開数は予定を上回った。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2244 課コード 0110 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 行政の情報化の総合的な推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・情報政策課

個別事業 デジタルガバメントの推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,355 千円 (うち人件費 14,355 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国から示されたデジタル・ガバメント実行計画に基づき、利用者中心の行政サービス及び行政サービスや行
施策


